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しますが、最高裁は、昨秋 2015年 10月 16日に、同法を違憲無効とし、また同委員会の設
置に関連した改正を行った憲法第 99次改正をも無効としたのです。そのおもな根拠は、司法
                                               
1 以下、本稿では、事実関係については、別に断りのない限り、現地の有力英文日刊紙（The  Hindu, The Indian 
Express, The Economic times）に依拠しています。 
 http://www.ide.go.jp 


















































 この憲法 32条（高裁の場合には憲法 226条）に基づく訴訟の場合には、民事訴訟法典
の適用がありません。つまり、訴訟手続や判決の内容について、裁判所に大きな裁量権があ
るのです。これが第三のポイントです。そのため、公益訴訟において、最高裁は、訴訟手続
も救済手段も創造的に改革し、立法府や行政府が果たすべき役割ではないかと思われるよう
なことまで、実施してきました。とくに環境分野において多いのですが、たとえば、デリー
では、オートリクシャーや公共のバスなどはすべて今では圧縮天然ガス・エンジンのものと
なっています。これは、高名な環境弁護士が 1980年代半ばに提起した訴えを最高裁が公益訴
訟として取り上げ、最高裁は調査委員会を設置して、様々な報告書を提出させ、被告として
関係行政機関を訴訟参加させ、度々中間的な命令を出して、立法スケジュールを提案するな
どした結果、2003年に実現したものです。 
 つまり、最高裁に憲法が与えた権限はそもそも強力であり、しかも、最高裁は、公益訴
訟を通じて解釈により自らの権限を強めてきたという側面があると考えられます。当然なが
ら、最高裁は三権分立の原則を超えて第三の立法府のようにふるまってはいないか、という
批判があり、また、実際に、最高裁の権限を制限しようとする動きが、インドの憲政史上、
何度か争点となってきています。今回問題となった裁判官の任命の仕組みも 1990年代に、公
益訴訟において司法の独立性が争われた際に確立されていたもので、これを改革しようとし
たものが、昨秋違憲とされた全国裁判官任命委員会法なのです。 
 続く。 
